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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第87期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期 

第２四半期 
連結累計期間

第88期 
第２四半期 

連結累計期間
第87期

会計期間
自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日

自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 41,263 33,215 84,631

経常利益 (百万円) 2,891 639 5,281

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,428 569 2,969

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △478 △548 822

純資産額 (百万円) 38,124 38,359 39,126

総資産額 (百万円) 88,298 82,303 81,934

１株当たり四半期(当期) 
純利益

(円) 26.72 10.66 55.54

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) 23.70 10.65 ―

自己資本比率 (％) 40.2 43.4 44.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,912 646 12,695

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,250 △3,568 △5,121

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,524 3,029 △9,624

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) 12,703 8,439 8,379

回次
第87期 

第２四半期 
連結会計期間

第88期 
第２四半期 

連結会計期間

会計期間
自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日

自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 15.90 8.88

２ 【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

（1） 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年９月30日）におけるわが国経済は、東日本大震

災や原発事故の影響により、景気は一時的に大きく落ち込みましたが、寸断された供給網の修復が進むにつ

れ、企業の生産活動は回復の動きが見られました。しかしながら、欧米財政危機、新興国経済成長の鈍化、

長期化する円高や株安の影響により、景気は引き続き下振れリスクを抱えた先行き不透明な状況が続いてお

ります。 

 当社グループの主要事業分野であります自動車関連業界におきましては、東日本大震災直後に大幅に落込

んだ自動車生産は持ち直し、夏場以降回復基調にありますが、その生産台数は前年同期と比べ大幅に減少し

ております。また、米国におきましても、東日本大震災による部品供給網寸断の影響により主要顧客の自動

車生産は前年同期に比べ減少し、中国では市場拡大が続いていますが、その伸び率は低下してきておりま

す。 

 このような状況の中、当社グループでは、東日本大震災直後の稼動の大幅な低下に対し、生産の一直化・

振替休日・休業等の生産体制の見直しや外部費用の内製化、投資・経費の徹底的削減などの「緊急固定費改

善活動」を推進しました。また、生産の回復過程におきましては、正常生産へのスムーズな移行に注力する

とともに、『原革30（2011年度までに総コストを30％低減する活動）』の目標達成に向けて改善活動を推進

し、収益確保に努めてまいりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は332億15百万円（前年同期比19.5％減）と減少しまし

た。利益面では、経費削減や原価改善の効果、減価償却費の減少はあったものの、売上高の減少が大きく影

響し、営業利益は４億90百万円（前年同期比83.0％減）、経常利益は６億39百万円（前年同期比77.9％

減）、四半期純利益は５億69百万円（前年同期比60.1％減）となりました。  

  

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

（プレス・樹脂製品事業） 

 主に日本、米国において、東日本大震災の影響により主要顧客の自動車生産台数が前年同期に比べ大幅に

減少したため、売上高は231億93百万円(前年同期比21.5％減）と減少し、営業損失57百万円（前年同期は営

業利益16億36百万円）となりました。 

  

（バルブ製品事業） 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 東日本大震災による供給網の寸断は、主要顧客の世界規模での生産に影響し、主要市場が米国であるＴＰ

ＭＳ製品(直接式タイヤ空気圧監視システム）の販売が大きく減少しました。それに加え、円高の影響もあ

り、当事業全体の売上高は98億26百万円(前年同期比14.7％減)、営業利益は５億48百万円（前年同期比

56.6％減）となりました。 

  

（その他） 

 その他は主に情報関連事業、ゴルフ場経営等のサービス事業から成っており、売上高１億94百万円（前年

同期比2.6%減）、営業損失14百万円（前年同期は営業損失19百万円）となりました。 

  

 なお、セグメント別の金額は、セグメント間取引の消去後の数値であります。 

  

（2） 財政状態に関する分析 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は823億３百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億69百

万円の増加となりました。 

資産の部では、流動資産は280億52百万円となり、前連結会計年度末と比較して18億50百万円の増加とな

りました。これは主に、受取手形及び売掛金が11億86百万円、その他に含まれる未収入金が２億55百万円そ

れぞれ増加したことによるものであります。 

固定資産は542億51百万円となり、前連結会計年度末と比較して14億81百万円の減少となりました。これ

は主に、時価評価等に伴い投資有価証券が13億36百万円減少したことによるものであります。 

負債の部では、流動負債は218億円となり、前連結会計年度末と比較して７億75百万円の増加となりまし

た。これは１年内返済予定の長期借入金が19億43百万円、短期借入金が３億50百万円増加したことと、未払

法人税等が７億99百万円、支払手形及び買掛金が５億74百万円減少したことなどによるものであります。 

固定負債は221億44百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億60百万円の増加となりました。これ

は主に、長期借入金が11億67百万円増加したことと、その他に含まれる繰延税金負債が４億76百万円減少し

たことによるものであります。 

純資産の部は、利益剰余金が３億円増加しましたが、その他有価証券評価差額金が９億６百万円、為替換

算調整勘定が２億15百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末から７億67百万円減少し、

383億59百万円となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は43.4％となり、前連結会計年度末と比較して1.2ポイント減少しました。 
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当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により６億46百万円のキャッシ

ュを獲得し、投資活動により35億68百万円のキャッシュを支出しました。営業活動で獲得したキャッシュ

から投資活動で支出したキャッシュを減じたフリー・キャッシュ・フローは、29億21百万円の支出となり

ました。また、財務活動については長期借入等により30億29百万円のキャッシュを獲得しました。以上の

結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ60百万円増加

し、84億39百万円となりました。 

  

営業活動により６億46百万円のキャッシュを獲得（前第２四半期連結累計期間に比べ52億65百万円減

少）しました。これは税金等調整前四半期純利益が６億21百万円であったことに加え、減価償却費35億56

百万円等による増加と売上債権の増加12億49百万円、法人税等の支払額10億15百万円、その他の流動資産

の増加５億10百万円、仕入債務の減少４億55百万円等による減少によるものであります。 

  

投資活動により35億68百万円のキャッシュを支出（前第２四半期連結累計期間に比べ13億18百万円増

加）しました。これは主に有形固定資産の取得に34億69百万円を要したことによります。 

  

財務活動により30億29百万円のキャッシュを獲得（前第２四半期連結累計期間は15億24百万円の支出）

しました。これは主に借入金の純収入が34億73百万円、配当金の支払額が２億69百万円であったことによ

ります。 

  

（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  

（5） 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、３億13百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

（3） キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
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 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成23年11月10日)

 上場金融商品取引所名 
 又は登録認可金融商品 

 取引業協会名
内容

普通株式 54,646,347 54,646,347
 東京証券取引所 
 名古屋証券取引所 
 （以上市場第一部）

単元株式数は 
1,000株で 
あります。

計 54,646,347 54,646,347 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

決議年月日 平成23年６月18日

新株予約権の数(個)  1,498（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 149,800（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成23年８月２日～平成73年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   423円                
資本組入額  212円

新株予約権の行使の主な条件

新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいず
れかの地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日
目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予
約権を行使することができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締
役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３
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(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

    ２ 新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以

下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものと

する。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端株は、これを切り捨てものとする。 

 また、上記の他、新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または株式交換を行う場合およびその他こ

れらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株

式数の調整を行うことができる。 

  ３ 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

    新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

    再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

    組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記 

  (3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす 

  る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対        

  象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か 

   ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

    組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす 

   る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

    新株予約権の取得事項に準じて決定する。 
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

 
  

                                        平成23年９月30日現在 

 
  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 

(株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 

(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日

― 54,646,347 ― 4,320 ― 4,575

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,679 4.90

株式会社大垣共立銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

岐阜県大垣市郭町３丁目９８番地 
（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）

2,671 4.89

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目２６番地 2,619 4.79

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,457 4.50

第一生命保険株式会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 
（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）

2,349 4.30

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 2,056 3.76

ＰＥＣホールディングス株式会
社

岐阜県大垣市桧町４５０番地 1,987 3.64

岐建株式会社 岐阜県大垣市西崎町２丁目４６番地 1,891 3.46

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 1,737 3.18

太平洋工業取引先持株会 岐阜県大垣市久徳町１００番地 1,644 3.01

計 ― 22,091 40.43
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                                        平成23年９月30日現在 

 
  

                                        平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式） 
普通株式   768,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  53,672,000 53,672 ―

単元未満株式 普通株式   206,347 ― ―

発行済株式総数       54,646,347 ― ―

総株主の議決権 ― 53,672 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 

所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
太平洋工業株式会社

岐阜県大垣市久徳町100番地 768,000 ― 768,000 1.41

計 ― 768,000 ― 768,000 1.41

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

－ 10－



  

１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,965 9,076

受取手形及び売掛金 9,180 10,367

商品及び製品 2,000 1,985

仕掛品 1,724 1,535

原材料及び貯蔵品 1,614 1,675

その他 2,727 3,420

貸倒引当金 △12 △8

流動資産合計 26,201 28,052

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,724 11,759

機械装置及び運搬具（純額） 12,752 12,696

工具、器具及び備品（純額） 3,947 3,454

土地 5,813 5,850

リース資産（純額） 1,065 922

建設仮勘定 2,815 3,584

有形固定資産合計 38,118 38,266

無形固定資産 239 228

投資その他の資産

投資有価証券 14,404 13,068

その他 2,982 2,702

貸倒引当金 △12 △14

投資その他の資産合計 17,374 15,756

固定資産合計 55,732 54,251

資産合計 81,934 82,303
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,387 7,813

短期借入金 2,645 2,995

1年内返済予定の長期借入金 590 2,534

未払金 5,017 5,038

未払法人税等 897 97

賞与引当金 1,341 1,252

役員賞与引当金 38 18

その他 2,105 2,050

流動負債合計 21,024 21,800

固定負債

長期借入金 15,470 16,638

退職給付引当金 306 285

役員退職慰労引当金 211 196

その他 5,795 5,024

固定負債合計 21,783 22,144

負債合計 42,807 43,944

純資産の部

株主資本

資本金 4,320 4,320

資本剰余金 4,580 4,580

利益剰余金 28,932 29,233

自己株式 △332 △332

株主資本合計 37,501 37,801

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,665 3,758

為替換算調整勘定 △5,584 △5,800

その他の包括利益累計額合計 △919 △2,041

新株予約権 － 63

少数株主持分 2,544 2,536

純資産合計 39,126 38,359

負債純資産合計 81,934 82,303
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
  【四半期連結損益計算書】
  【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日

 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日

 至 平成23年９月30日)

売上高 41,263 33,215

売上原価 34,629 29,614

売上総利益 6,634 3,600

販売費及び一般管理費 ※ 3,742 ※ 3,110

営業利益 2,892 490

営業外収益

受取利息 10 24

受取配当金 87 97

持分法による投資利益 120 126

その他 148 162

営業外収益合計 366 411

営業外費用

支払利息 202 165

為替差損 142 55

その他 22 41

営業外費用合計 366 263

経常利益 2,891 639

特別利益

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 1 －

特別損失

固定資産除売却損 41 17

過年度特許権使用料 138 －

持分変動損失 331 －

その他 25 －

特別損失合計 536 17

税金等調整前四半期純利益 2,356 621

法人税等 904 46

少数株主損益調整前四半期純利益 1,452 575

少数株主利益 23 5

四半期純利益 1,428 569
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日

 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日

 至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,452 575

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,244 △838

為替換算調整勘定 △670 △203

持分法適用会社に対する持分相当額 △15 △82

その他の包括利益合計 △1,930 △1,123

四半期包括利益 △478 △548

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △493 △552

少数株主に係る四半期包括利益 14 4
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日

 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日

 至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,356 621

減価償却費 4,521 3,556

株式報酬費用 － 63

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 △24

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △15

賞与引当金の増減額（△は減少） △44 △91

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 △20

受取利息及び受取配当金 △97 △122

支払利息 202 165

為替差損益（△は益） △1 △78

持分法による投資損益（△は益） △120 △126

持分変動損益（△は益） 331 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 35 16

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 5

売上債権の増減額（△は増加） 1,454 △1,249

たな卸資産の増減額（△は増加） 106 54

その他の流動資産の増減額（△は増加） 69 △510

前払年金費用の増減額（△は増加） 32 △13

仕入債務の増減額（△は減少） △1,254 △455

その他の負債の増減額（△は減少） △1,167 △91

その他 7 7

小計 6,457 1,692

利息及び配当金の受取額 113 132

利息の支払額 △206 △162

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △452 △1,015

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,912 646

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △44 △98

定期預金の払戻による収入 137 63

有形固定資産の取得による支出 △2,275 △3,469

有形固定資産の売却による収入 4 4

無形固定資産の取得による支出 △24 △24

投資有価証券の取得による支出 － △21

投資有価証券の売却による収入 0 0

子会社株式の取得による支出 △0 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） △0 △3

長期貸付けによる支出 △5 △13

長期貸付金の回収による収入 6 7

その他 △49 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,250 △3,568
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日

 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日

 至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △193 350

長期借入れによる収入 － 3,150

長期借入金の返済による支出 △957 △26

リース債務の返済による支出 △149 △154

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △215 △269

少数株主への配当金の支払額 △0 △12

その他 △7 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,524 3,029

現金及び現金同等物に係る換算差額 △161 △46

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,976 60

現金及び現金同等物の期首残高 10,693 8,379

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 33 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,703 ※ 8,439
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   該当事項はありません。 

  

  
  該当事項はありません。 

  

  
  該当事項はありません。 

  

  

 
  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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偶発債務 

次の会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

 
  

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

 
  

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。 

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日）

TAKUMI STAMPING INC. 122百万円 TAKUMI STAMPING INC. 112百万円

TAKUMI STAMPING TEXAS INC. 6

計 128 計 112

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

    至 平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

    至 平成23年９月30日）

支払運賃 1,050百万円 825百万円

給与賃金 1,005 816

賞与引当金繰入額 252 230

退職給付費用 86 62

役員賞与引当金繰入額 22 18

役員退職慰労引当金繰入額 13 15

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年９月30日）

現金及び預金 13,021百万円 9,076百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△317 △636

現金及び現金同等物 12,703 8,439
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前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月19日 
定時株主総会

普通株式 215 ４ 平成22年３月31日 平成22年６月21日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月４日 
取締役会

普通株式 269 ５ 平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月18日 
定時株主総会

普通株式 269 ５ 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月４日 
取締役会

普通株式 269 ５ 平成23年９月30日 平成23年11月30日 利益剰余金
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Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報・サービス事業等であります。 

    ２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額12百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。 

    ３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報・サービス事業等であります。 

    ２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額14百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。 

    ３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)３

プレス・ 
樹脂 

製品事業

バルブ 
製品事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 29,537 11,526 41,063 200 41,263 ― 41,263

 セグメント間の
 内部売上高又は振替高

― ― ― 182 182 △182 ―

計 29,537 11,526 41,063 382 41,446 △182 41,263

セグメント利益又は 
セグメント損失(△)

1,636 1,262 2,899 △19 2,879 12 2,892

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)３

プレス・ 
樹脂 

製品事業

バルブ 
製品事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 23,193 9,826 33,020 194 33,215 ― 33,215

 セグメント間の
 内部売上高又は振替高

― ― ― 128 128 △128 ―

計 23,193 9,826 33,020 323 33,344 △128 33,215

セグメント利益又は 
セグメント損失(△)

△57 548 490 △14 475 14 490
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     前連結会計年度末（平成23年３月31日） 

 

 
(注) １ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項 

 目については、（ ）で示しております。 

   ２ 投資有価証券の時価の算定方法 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、有価証券に関する事項について 

 は、注記事項「有価証券関係」を参照ください。 

   ３ 長期借入金の時価の算定方法 

     元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと

一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率

で割り引いて算定する方法によっております。 

   ４ デリバティブ取引に関する事項 

     注記事項「デリバティブ取引関係」を参照ください。 

  

     当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

投資有価証券、長期借入金およびデリバティブ取引が、企業集団の運営において重要なものとなっ
ており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 
(注) １ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項 

 目については、（ ）で示しております。 

   ２ 投資有価証券の時価の算定方法 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、有価証券に関する事項について 

 は、注記事項「有価証券関係」を参照ください。 

   ３ 長期借入金の時価の算定方法 

     元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと

一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率

で割り引いて算定する方法によっております。 

   ４ デリバティブ取引に関する事項 

     注記事項「デリバティブ取引関係」を参照ください。 

  

(金融商品関係)

（単位：百万円）

科目
連結貸借対照表 

計上額
時価 差額

時価の算定
方法

投資有価証券 9,992 9,992 ― （注２）

長期借入金 16,061 16,359 298 （注３）

デリバティブ取引(注１) 1 1 ― （注４）

 

（単位：百万円）

科目
四半期連結貸借対

照表計上額
時価 差額

時価の算定
方法

投資有価証券 8,651 8,651 ― （注２）

長期借入金 19,172 19,467 294 （注３）

デリバティブ取引(注１) 1 1 ― （注４）
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     前連結会計年度末（平成23年３月31日） 

 

 
  

     当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券
の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められ
ます。 

 

 
  

     前連結会計年度末（平成23年３月31日） 

 
(注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

     当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ
ており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら
れます。 

 
(注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

(有価証券関係)

（単位：百万円）

区分 取得原価
連結貸借対照表 

計上額
差額

株式 2,033 9,992 7,959

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 2,033 9,992 7,959

（単位：百万円）

区分 取得原価
四半期連結貸借対照表 

計上額
差額

株式 2,033 8,651 6,618

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 2,033 8,651 6,618

(デリバティブ取引関係)

 

（単位：百万円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

通貨 為替予約取引

 売建 250 1 1

 

（単位：百万円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

通貨 為替予約取引

 売建 154 1 1
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１株当たり四半期純利益および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  該当事項はありません。 

  

平成23年11月４日に中間配当に関して次のとおり取締役会の決議を行っております。 
  ・中間配当金の総額       269百万円 
  ・１株当たりの配当額      ５円00銭 
  ・中間配当金支払開始日 平成23年11月30日 

 （注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 26円72銭 10円66銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益(百万円) 1,428 569

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,428 569

    普通株式の期中平均株式数(千株) 53,465 53,480

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23円70銭 10円65銭

    (算定上の基礎)

  四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(千株) 6,825 49

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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太 平 洋 工 業 株 式 会 社 

 
  

 
  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
太平洋工業株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結
会計期間（平成２３年７月１日から平成２３年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２３年
４月１日から平成２３年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋工業株式会社及び連結子会社の平成
２３年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャ
ッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか
った。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２３年１１月４日

 取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    水    上    圭    祐    ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    淺    井    孝    孔    ㊞

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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